
 

「労働時間等設定改善推進助成金｣のご案内 

 
                                   

 

傘下の事業主全体の２分の１以上が中小企業であり、労働時間等の設定の改善に向けた気運の 

醸成や啓発などの事業を効果的かつ適正に実施できる団体 

 中小企業事業主団体の皆さまへ  

～ 事業主団体傘下の中小企業事業主が、年次有給休暇の取得促進、   

所定外労働時間の削減、その他労働時間等の設定の改善※1などに 

  意欲的に取り組む場合に団体への支援を行います ～ 

 

 

働きやすい職場づくり、みんなで、はじめてみませんか？ 

「若い人材、有能な人材が集まらない」 

「雇った人がすぐ辞めてしまう」 

「活力ある職場にしたい」 

 

対象団体 

１．支給対象となる事業  

助成内容 

厚生労働省・都道府県労働局 

事業主のこのようなお悩み、もしかしたら、 

社員の仕事と生活のバランスが崩れているのかもしれません。 

支給対象となる事業は、「労働時間等見直しガイドライン」※2に定められた、時間等の設定

の改善のための取り組み事項について、傘下の事業主における取り組みを推進するために団

体が行う、次のアからキの事業です。 

☆ア 方針策定等の事業 

☆イ 好事例の収集、普及啓発の事業 

  ウ セミナーの開催の事業 

☆エ 巡回指導等の事業 

  オ 重点的な指導が必要な事業場に対する個別指導の事業 

  カ 労働時間等の設定の改善に向けた取引先等との調整の事業 

  キ その他、労働時間等見直しガイドラインに定められた事項を推進するために必要と認められる事業 

◆事業を円滑に実施するための中心的な役割を担う「労働時間等設定改善推進員」を団体に配置

することができます。 

 ☆・・・必須の事業 
 
※2 労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針）とは、事業主などが労働時間等の設定 
  を改善するに当たって、適切に対処するために必要な事項を定めたものです。 

※「労働時間等の設定の改善」とは、各事業場における労働時間、年次有給休暇等に関する事項について労働者の
生活と健康に配慮するとともに、多様な働き方に対応した、より良いものとしていくことをいいます。 



２．取り組み事項と成果目標  

３．支給額 ～事業の実施に要した経費の一部を、目標達成の状況に応じて支給します 

対象経費 助成額 

謝金、旅費、借損料、会議費、
通信運搬費、雑役務費、印刷製
本費、消耗品費、委託費 

対象経費の合計額 

（上限４００万円） 

×補助率 

都道府県労働局労働基準部監督課または労働時間課 

詳しくは、事業場の所在地を管轄する労働局におたずねください。 
労働局の所在地一覧は以下のウェブページをご覧ください。 

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/ 

お問い合わせ先 

成果目標の達成状況 補助率 

２つともに達成 ３／３ 

どちらか一方を達成 ２／３ 

どちらも未達成 １／３ 

利用の流れ 

労働局に「実施承認申請書」を申請  
（締切は７月末日）  

※受付開始の時期は、都道府県労働局におたずねください。 

労働局に支給申請 
（締切は２月末日） 

事
業
の
実
施 

1 2 3 

（２） 任意の取り組み事項 

ア 労働者の抱える多様な事情および業務の態様に対応した労働時間等の設定 

イ 労働時間の管理の適正化 

ウ ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用 

エ 特に配慮を必要とする労働者についての取り組み 

  ・特に健康の保持に努める必要があると認められる労働者についての取り組み 

   ・子の養育または家族の介護を行う労働者についての取り組み 

   ・妊娠中及び出産後の女性労働者についての取り組み 

   ・単身赴任者についての取り組み 

   ・自発的な職業能力開発を図る労働者についての取り組み 

   ・地域活動等を行う労働者についての取り組み 

   ・その他特に配慮を必要とする労働者についての取り組み 

（１） 必須の取り組み事項 

ア 実施体制の整備（労働時間等設定改善委員会をはじめとする労使協議機関の設置など） 

イ 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備 

ウ 所定外労働時間の削減 

○ 成果目標（２つ）の設定 

成果目標 
傘下の事業主の労働者の年次有給休暇の年間平均取得日数を１日以上増加させる 

傘下の事業主の労働者１人当たりの月間平均所定外労働時間数を１時間以上削減させる                                                                

団体は、傘下の事業主が実施する必須の取り組み事項のうち２つの成果目標を設定し、その目
標の達成に向けて事業を実施します。 
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http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

